












A Study on Change of Long Absence in the Period of High Economic Growth
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図1 理由別長欠率（小学校）
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図2 理由別長欠率（中学校）




















































年度 長欠者数（人）長欠率（％） 年度 身体的理由 家庭的理由 経済的理由 精神的理由 その他 合計
1952 10493 3.87 1952 19.0% 21.0% 43.9% 10.7% 5.4% 100%
53 9693 3.19 53 18.2% 23.1% 31.6% 15.2% 12.0% 100%
54 9632 2.68 54 21.3% 19.6% 23.7% 14.8% 20.6% 100%
55 7972 2.05 55 25.6% 21.3% 28.8% 14.3% 9.9% 100%
56 7804 1.86 56 28.8% 16.8% 20.8% 13.2% 20.5% 100%
57 6719 1.79 57 31.7% 11.4% 31.1% 15.6% 10.2% 100%
58 4709 1.25 58 29.1% 20.7% 15.3% 24.7% 10.1% 100%
59 4577 1.26 59 33.3% 11.1% 20.0% 23.2% 12.4% 100%
60 4433 1.04 60 35.8% 8.6% 18.2% 29.7% 7.8% 100%
61 4510 0.92 61 37.6% 6.7% 13.6% 32.2% 9.9% 100%
62 3798 0.73 62 35.0% 7.4% 10.6% 36.1% 10.9% 100%
63 3392 0.72 63 38.0% 6.5% 10.7% 36.0% 8.8% 100%
64 3578 0.83 64 37.3% 5.1% 7.1% 41.1% 9.4% 100%
65 3325 0.86 65 36.5% 6.2% 8.3% 42.5% 6.5% 100%
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いでいちばん重要であり、また困難でもある
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基礎学力習得の教育的配慮
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工夫がなされねばならない

















































































































































































































































































































































































































的理由｣ ｢精神的理由｣ ｢経済的理由｣ ｢家
庭的理由｣ の4項目に分類している。ただ
し、1963年からは、｢身体的理由｣ ｢精神的
理由｣ ｢経済的理由｣ ｢家庭的理由｣ がそれ
ぞれ ｢疾病異常｣ ｢学校ぎらい｣ ｢家庭の貧
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困｣ ｢家庭の無理解｣ に変更されている。
10　 下玉利和男 ｢貧困家庭の学齢児童･生徒と
その欠席状況―東京都レポート｣『教育
調査』1巻1号、1952年、p.20。東京都教
育庁調査課『東京都における貧困家庭の学
令児童生徒とその欠席状況について』1951
年。
11　 東京都教育委員会『昭和36年度長期欠席児
童生徒調査報告書』p.1
12　 東京都教育委員会『（調査統計資料第189号）
昭和38年度　長期欠席児童生徒調査報告
書』1964年、p.1
13　 東京都教育庁総務部調査課『（調査統計資
料第221号）昭和40年度　児童生徒の死亡
原因調査および長期欠席児童生徒調査報告
書』1966年
14　 1965年の寄附行為一部変更により「黃十字
会」は正式な別名となる（「財団法人長欠
児童生徒援護会の寄附行為の一部変更につ
いて」1965年9月8日（文部省『財団法人
長欠児童生徒援護会に係る昭和40年度行政
文書ファイル』））
15　 久保義三ほか編『現代教育史事典』東京書
籍、2001年、p.511
16　 「財団法人長欠児童生徒援護会の設立許可
について」1960年6月2日（文部省『財団
法人長欠児童生徒援護会に係る昭和35年度
行政文書ファイル』）
17　 財団法人長欠児童生徒援護会『十二年史』
1973年
18　 同上、p.14
19　 同上、p.17 なおこの文章は『文藝春秋』
1960年4月号にも池田の随筆として掲載さ
れている。
20　 同上、p.17
21　 同上、p.16
22　 同上、p.18
23　 『黄十字の友』120号、1972年3月、第1面
24　 前掲「財団法人長欠児童生徒援護会の設立
許可について」。なお前掲『十二年史』p.21
にも設立趣旨書が掲載されているが若干字
句が異なる。
25　 「国民の読み書き能力」調査は、文部省国
語科が満15 ～ 25歳を対象としてその「読
み書き能力」を調査したもので、その結果
（関東地方）は、「じゅうぶん読み書き能力
があり、日常生活に支障がないと明らかに
認められるもの」6.1％、「じゅうぶんでは
ないが、日常生活に大きな支障がないと認
められるもの」36.1％、「じゅうぶんでなく、
日常生活にかなりの支障があると認められ
る者が大部分である。しかし、この中には
あまり支障がないと認められる者も含まれ
ている」48.3％、「読み書き能力がなく、日
常生活に支障があると明らかに認められる
もの」9.5％、となっている。（文部省『国
民の読み書き能力』1961年）
26　 前掲『十二年史』p.12
27　 『黄十字の友』2号、1961年7月、第1面
28　 同上
29　 『黄十字の友』7号、1961年12月、第1面
30　 前掲『十二年史』pp.34-37
31　 同上
32　 同上、p.24
33　 東京都城北福祉センター『山谷「現況と歴
史」』1971年、pp.32-37
34　 「学習指導要領」の内容は、長欠児童生徒
援護会「山谷分室の学習指導要領（案）」
（1962年11月）や「山谷分室の学習指導要領」
（『黄十字の友』18号、1962年12月）に掲載
されている。拙著「簡易宿泊所地域におけ
る長欠対策学級の実践―東京･山谷地区
の事例を中心に」（『青少年教育フォーラム』
第6号、国立オリンピック記念青少年総合
センター、2006年3月）では指導要領の一
部を分析している。
35　 城北学園『城北学園のあゆみ－学園生活の
基礎づくり－第2集』1969年、p.9
36　 前掲『十二年史』、『黃十字の友』各号、東
京都城北福祉センター『城北福祉センター
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高度経済成長期における長期欠席の変容 
30年のあゆみ』1996年など。
37　 59年から長欠の調査は学校基本調査で行わ
れることになったが、63年調査までは長欠
の理由までは調べていない。また理由別項
目が設けられた64年と65年は、「病気」「経
済的理由」「その他」のみで、66年に「学
校ぎらい」の項目が追加されている。
38　 『黄十字の友』71号、1967年9月、第1面
39　 『黄十字の友』19号、1963年2月、第2面
40　 教育質量研究会と黄十字会の関連に関して
は、前掲『十二年史』p.12
41　 「五大地帯」とは、漁村･未解放部落･スラ
ム街･町工場地帯･炭坑地であり、「五大原
因」とは、医学的障害･悪習･貧困･親の無
関心･対策の欠如である。
42　 黄十字会内の学校福祉研究会の調査結果か
ら、非行少年は年間20日以上50日未満の欠
席日数の者が多いことが分かり、文部省に
よる長欠の「年間50日」という定義に関し
て「何らの科学的根拠もない」と考えてい
た （『黄十字の友』33号、1964年、第2面。
同35号、1964年、第2面。長欠児童生徒援
護会『底辺と教育　長欠問題白書』1973年
など） 。
43　 関係強化の結果、大平正芳と松永健哉がそ
れぞれ、全国勤労青少年福祉協会の会長と
専務理事をかねることになり、両法人は新
宿区の戸山町に共同事務所を構えることに
なった（『黄十字の友』48号、1965年8月、
第1面）。
44　 『黄十字の友』71号、1967年9月、第1面
45　 『黄十字の友』55号、1966年4月、第1面
46　 『黄十字の友』71号、1967年9月、第1面
47　 前掲『十二年史』p.45
48　 『黄十字の友』119号、1972年2月、第1面
49　 『黄十字の友』57号、1966年6月、第4面
50　 『黄十字の友』107号、1970年12月、第1面
51　 「財団法人長欠児童生徒援護会の解散およ
び残余財産の処分について」1973年8月1
日（文部省『財団法人長欠児童生徒援護会
に係る昭和48年度行政文書ファイル』）
52　 前掲『城北福祉センター 30年のあゆみ』
pp.113-114。東京都台東区教育委員会編『台
東区教育史資料第六巻』1981年、p.26。
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